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１．はじめに 

 JR 東日本では，首都直下地震対策に備えた耐震補強対策として，高架橋柱の耐震補強を進めている． 

高架橋柱は構造形式や高架下利用により協議・調整が難航している箇所があり，特に駅構内はお客さま利用・

駅運営に必要な事務室利用やテナント利用等，空間使用目途が多岐に渡るため，費用面や協議面で計画が難航

する場合が多い．また，駅としての機能を満たしつつ工事を実施する必要があるため，工法や施工条件上の制

約が多い． 

 本稿では，制約の多い駅利用箇所において，当社で定めている耐震補強性能を確保しつつ，工事による利用

空間への影響を最小限に留めるため，一部に補強拡大区間を設け，その前後を集中的に補強する集中耐震補強

工法を採用したため，具体的な検討内容について報告す

る． 

 

２．対象構造物について 

 対象構造物は軌道を支持する一層の RC ラーメン高架

橋の柱である．現状と補強イメージを図．1に示す．当該

高架橋の地中梁からおよそ 1.5m の位置に RC スラブが高

架橋柱全面を取り囲むように設置されており，このスラ

ブ上は旅客通路，事務室，店舗等により利用されている．  

 

３．集中耐震補強工法  

 桁式スラブの撤去復旧は利用条件や影響範囲から困

難であると判断し，スラブを撤去せずに耐震補強を行う

方法を検討した．具体的には，桁式スラブの位置が柱の

塑性ヒンジ区間外であることから，柱の一部に補強拡大

区間を設け，その区間前後を集中的

に耐震補強し，局所的なせん断破壊

を防止することが可能か確認した．  

補強拡大区間長(図．2)を桁式ス

ラブの梁高として設定し，無補強区

間長を算出した．これをもとに，柱

端部(補強箇所)が曲げ破壊する前

に無補強区間部がせん断破壊しな

いこと(耐力比＞1.0)を確認するこ

とで，工法が採用できることを確認

した． 

 図．3 検討フロー4) 

図．1 現地利用状況(平面図) 

図．2 無補強区間長の考え方 4) 

図．1 対象構造物とスラブの関係，補強のイメージ 
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４．補強工法の策定 

現地状況から補強区間上部は鋼板巻き補強としたが，補強区間下部に関しては，滞水状態が見られることか

ら鋼板材料に錆が生じ，補強効果を長期間発揮するのが困難であると考えた．そのため，今後の維持管理を考

慮し RC 巻き立て補強とした．  

 

４－１．上部の補強工法(鋼板巻き補強) 

 現地状況の調査より，桁式スラブは高架橋柱と一体化されて

いないため柱を拘束しない構造とし，柱全体を補強することと

しているが，一方で仮に柱を拘束した場合も想定して補強量を

決定した．これは，桁式スラブが柱を拘束時に見かけの柱高(図．

4)が低くなることにより，耐力比が低下することで，拘束しな

い場合と比較すると補強量が多くなるためである． 

 具体的には，集中補強鋼材としての必要補強量と，桁式スラ

ブが拘束した場合に必要な補強量の多い方で配置することとし

た． 

 

４－２．下部の耐震補強工法(RC 巻き立て補強工法) 

 集中補強鋼材量は，図．5 に示すように鋼板巻き集中補強

材の中心かつ RC 巻き鉄筋必要位置のせん断耐力を逐次求め，

無補強区間のせん断耐力が最小となる帯鉄筋量と，柱下端の

靭性率で決まる量の多い方とした． 

 特に，現地には桁式スラブがあるため，通常の高架橋と比

べ重量が大きい．今後の維持管理の観点から沈下等の危険性

を考慮し，なるべく荷重を増やさないことを目的に，RC巻き

立て厚は t=140mm とした．材料は，施工する箇所が桁式スラ

ブ下であり狭隘であることから，品質管理を考慮し，高流動

コンクリートを採用することとした． 

                                                        

５．おわりに  

 今回のように現地の条件次第では，柱全長を耐震補強するのではなく，一部省略する補強工法の採用を検討

することにより，所定の耐震補強性能を確保しつつ，工事による利用空間への影響を最低限に留めた現地状況

に最適な計画が可能であることが分かった．今後，耐震補強のさらなる推進を図り,鉄道の安全・安定輸送の

確保に努めていきたい. 
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図．5 集中補強鋼材量検討(RC 巻き立て) 

図．4 集中補強鋼材量検討(RC 巻き立て) 
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